
令和元年度決算
 Ⅰ 収 支 計 算 書　　　　平成31年 4月 1日から
　　　　　　　　   　　 　 令和 2年 3月31日まで （単位：円）

5,752,284,506
4,335,409,250
8,254,766
221,706,416

0
27,993

43,927,976
24,385,498

1,081,074,000
37,498,607

4,733,416,929
1,805,236,904

役 職 員 給 与 887,095,499
退 職 給 与 引当 金 繰 入 87,838,147
そ の 他 人 件 費 219,085,957
旅 費 2,432,312
事 務 費 317,821,564
賃 借 料 25,922,151
動 産 ・ 不 動 産 償 却 60,026,524
信 用 調 査 費 17,325,272
債 権 管 理 費 158,393,399
指 導 普 及 費 12,142,079
負 担 金 17,154,000

0
2,554,894,435
361,998,490
11,287,100

1,018,867,577

11,207,506,110
152,929,844
2,774,757,511
1,358,888,117
6,920,930,638

保 険 金 6,196,943,966
損 失 補 償 補 て ん 金 723,986,672

0
0

11,873,797,053
7,968,773,813

0
0

5,720,400
1,852,945

2,702,457,646
1,194,929,042

63,207

△ 666,290,943

0

0

352,576,634

176,288,317

176,288,317

科 目 金 額

経 常 収 入
保 証 料
預 け 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金
調 査 料
延 滞 保 証 料
損 害 金
事 務 補 助 金
責 任 共 有 負 担 金
雑 収 入

経 常 支 出
業 務 費

借 入 金 利 息
信 用 保 険 料
責 任 共 有負担金納 付金
雑 支 出

経 常 収 支 差 額

経 常 外 収 入
償 却 求 償 権 回 収 金
責 任 準 備 金 戻 入
求 償 権 償却準備金 戻入
求 償 権 補 て ん 金 戻 入

経 常 外 収 支 差 額

補 助 金
そ の 他 収 入

経 常 外 支 出
求 償 権 償 却
譲 受 債 権 償 却
有 価 証 券 償 却

制度改革促進基金取 崩額

収支差額変動準備金取崩額

当 期 収 支 差 額

収支差額変動準備金繰入額

基 本 財 産 繰 入 額

雑 勘 定 償 却
退 職 金
責 任 準 備 金 繰 入
求 償 権 償却準備金 繰入
そ の 他 支 出



 Ⅱ 貸 借 対 照 表　　　（令和 2年 3月31日現在）
（単位：円）

金 額 金 額

397,815 31,835,789,359
現 金 397,815 基 金 7,641,016,000

小 切 手 0 基 金 準 備 金 24,194,773,359

18,576,798,021 0

当 座 預 金 0 7,480,635,538

普 通 預 金 1,869,712,974 2,702,457,646

通 知 預 金 0 1,194,929,042

定 期 預 金 16,700,000,000 1,804,972,073

郵 便 貯 金 7,085,047 0

0 446,451,894,573

32,012,151,111 0

 　国債国 債 0  　保険金保 険 金 0

地 方 債 18,796,482,909  　損失補償補てん金損失補償補てん金 0

 　社債社 債 13,207,668,202 0

 　株式株 式 8,000,000 長 期 借 入 金 0

受 益 証 券 0  　（うち中小企業信（うち日本政策金融公庫分） 0

2,279,121  　短期借入金短 期 借 入 金 0

新 株 予 約 権 0  　（うち中小企業信（うち日本政策金融公庫分） 0

フ ァ ン ド 出 資 2,279,121 収支差額変動準備金造成資金 0

1,007,126,738 11,532,253,787

事 業 用 不 動 産 944,981,874 仮 受 金 175,869,708

事 業 用 動 産 62,144,864 保 険 納 付 金 131,107,550

所有動産・不動産 0 損 失 補 償 納 付 金 27,472,529

0 未 経 過 保 証 料 11,178,968,069

446,451,894,573 未 払 保 険 料 3,018,373

3,742,475,104 未 払 費 用 15,817,558

0

1,209,809,535

仮 払 金 7,837,085

保 証 金 4,955,500

厚 生 基 金 18,237,600

連 合 会 勘 定 795,626

未 収 利 息 27,313,536
未 経 過 保 険 料 1,150,670,188

503,002,932,018 503,002,932,018

借 方 貸 方

科 目 科 目

現 金 基 本 財 産

預 け 金 制 度 改 革 促 進 基 金

収支差額変動準備金

責 任 準 備 金

求 償 権 償 却 準 備 金

退 職 給 与 引 当 金

損 失 補 償 金

金 銭 信 託 保 証 債 務

有 価 証 券 求 償 権 補 て ん 金

借 入 金

そ の 他 有 価 証 券

動 産 ・ 不 動 産 雑 勘 定

損 失 補 償 金 見 返

保 証 債 務 見 返

求 償 権

譲 受 債 権

雑 勘 定

合 計 合 計



 Ⅲ 財 産 目 録　　　（令和 2年 3月31日現在）
（単位：円）

金 額 金 額

397,815 2,702,457,646

18,576,798,021 1,194,929,042

0 1,804,972,073

32,012,151,111 0

2,279,121 446,451,894,573

1,007,126,738 0

0 0

446,451,894,573 11,532,253,787

3,742,475,104

0
1,209,809,535

503,002,932,018 463,686,507,121

39,316,424,897

資 産 負 債

科 目 科 目

現 金 責 任 準 備 金

預 け 金 求 償 権 償 却 準 備 金

金 銭 信 託 退 職 給 与 引 当 金

有 価 証 券 損 失 補 償 金

そ の 他 有 価 証 券 保 証 債 務

動 産 ・ 不 動 産 求 償 権 補 て ん 金

損 失 補 償 金 見 返 借 入 金

保 証 債 務 見 返 雑 勘 定

合 計 合 計

正 味 財 産

求 償 権

譲 受 債 権

雑 勘 定



財務諸表についての補足説明

Ⅰ 収支計算書

1 「経常収入」

「保証料」は、信用保証協会の主要な収入ですが、お客様からいただいた保証料のうち

当該決算期間に対応する金額を計上しています。

  「預け金利息」、「有価証券利息配当金」は、信用保証の呼び水として金融機関に預託

している預託金や地方債等の有価証券からの利息・配当金です。

「責任共有負担金」は、平成 19 年 10 月に導入された責任共有制度に基づき金融機関の

代位弁済率に応じて、金融機関に負担いただくものです。

2 「経常支出」

「業務費」は、職員の人件費や業務運営にかかる物件費を計上しています。

「信用保険料」は、日本政策金融公庫への支払保険料のうち、当該計算期間に対応する

金額を計上しています。

「責任共有負担金納付金」は、金融機関より受領した「責任共有負担金」のうち、保険

金受領割合に応じて日本政策金融公庫へ納付した金額を計上しています。

3 「経常外収入」

「償却求償権回収金」は、前年度以前にすでに償却済の債権から回収したものです。

「責任準備金戻入」及び「求償権償却準備金戻入」は、前年度の繰入金額を全額戻入す

るものです。

「求償権補てん金戻入」は、当該年度の代位弁済により日本政策金融公庫から受領した

保険金と名古屋市及び全国信用保証協会連合会から受領した損失補償補てん金から成

り、ともに期末残高を全額戻入するものです。

4 「経常外支出」

「求償権償却」は、当該年度末の求償権のうち、法的整理等の結果、回収不能となっ

て償却した求償権や当年度受領した保険金相当額等を計上しています。

「責任準備金繰入」は、経済・金融動向の変化に伴う将来の不測の事態に備えて、保証

債務の一定割合を積み立てるものです。

「求償権償却準備金繰入」は、協会資産の健全性維持のために、求償権の回収不能額

を見積もって一定割合を積み立てるものです。

5 「収支差額変動準備金取崩額」

1 から 4 の結果、欠損となった場合は、欠損額と同額を取り崩し、充当することがで

きます。令和元年度は剰余が生じた為、取崩はありません。

6 「当期収支差額」

令和元年度は、当期収支差額が 3 億 52 百万円となり、「基金準備金」及び「収支差額

変動準備金」にそれぞれ 1 億 76 百万円を繰入しています。



Ⅱ 貸借対照表

1 借方

「預け金」は、諸経費支払資金や信用保証の呼び水としての金融機関への預託金で

す。

「有価証券」は、主に運用益確保のため保有している地方債及び社債です。

「求償権」は、代位弁済した額から回収金並びに日本政策金融公庫からの保険金受

領分等を控除した額を計上しています。

「未経過保険料」は、日本政策金融公庫への支払保険料のうちの未経過分を計上し

ています。

2 貸方

「基本財産」は、一般企業の資本金勘定に相当するもので、「基金」「基金準備金」

から成っています。

〔「基金」は、名古屋市等から受領した出えん金及び金融機関等負担金から成り、

「基金準備金」は、毎事業年度の収支差額のうち基本財産繰入額の累計です。〕

「収支差額変動準備金」は、収支の差額に欠損が生じた場合等にこれを取り崩し協

会の業務運営の安定化を図るものです。

「未経過保証料」は、保証料のうちの未経過分を計上しています。


